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資料－３



長崎河川国道事務所

取組状況

（長崎地方気象台・長崎県・諫早市との連携事業含む）
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○住民の防災意識向上を図るため、防災に関する出前講座等を実施
○令和５年度は、諫早市内の小学校、諌早市PTA連合会等を対象に、水害や避難についての防災出前講座を実施
（小学校は６校９講座（R6.2月時点））
○将来教師をめざす長崎大学教育学部学生へ、長崎大学、長崎地方気象台、長崎河川国道事務所で連携して、防災
教育講座を実施（R5.１2月）

関係機関と協力、連携した防災学習、防災教育による普及啓発活動の拡充

防災学習・防災教育等による防災知識の向上 長崎河川国道事務所

学生による成果発表（防災マップ及び授業構想案）手づくり防災マップを作成

友達や家族の方々と一緒に避難ルートを確認

長崎大学教育学部学生への防災教育小学生を対象とした防災教育
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諫早市PTA連合会向けに出前講座

気象・火山・水害等に関するオンライン講座災害に関する防災講座（国）

災害に関する防災講座（気象台）



○令和5年７月24日諫早市の市民団体「本明川を語る会」主催で、「諫早大水害を語り継ぐ」会が開催。
諫早市、長崎県、長崎河川国道事務所他が後援。

○令和5年７月１８日～７月２７日にかけて、諫早駅１階交流広場で、「本明川防災パネル展」を実施。

あらゆる世代に対して諫早大水害を語り継ぐことを継続する

諫早大水害を語り継ぐ

3諫早駅の自由通路でパネル展示

「諫早大水害を語り継ぐ」講演会での後援

諫早市・長崎県・長崎河川国道事務所

ラジオ番組（FM諫早）での広報



想定される浸水リスクの周知

地域協議の場等でのハザードマップや防災パンフレットの掲示・配布

長崎河川国道事務所

多段階の浸水想定図（現況河道） 水害リスクマップ（現況河道）

重
ね
合
わ
せ
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○平成28年度に、水防法に基づき住民等の迅速かつ円滑な避難に資する水害リスク情報として、想定最大規模降雨

を対象とした「洪水浸水想定区域図」を作成し公表

○令和4年度は、これに加えて、土地利用や住まい方の工夫の検討及び水災害リスクを踏まえた防災まちづくりの検

討など、流域治水の取組を推進することを目的として、発生頻度が高い降雨規模の場合に想定される浸水範囲や

浸水深を明らかにするため、「多段階の浸水想定図」及び「水害リスクマップ」を作成・公表

○今後、支川氾濫や内水氾濫も表現した内外水一体型の水害リスクマップを作成予定



長崎地方気象台・長崎河川国道事務所洪水時における河川水位等の情報提供等の内容

切迫性が伝わる情報内容、提供方法の検討、必要な見直しの実施と市民への周知【令和5年より】
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○地域の洪水の 危険度を一元的に確認できるよう 、 これまで別々に提供してきた 「洪水警報の危険度分布」（洪水
キキクル） と 「国管理河川の洪水の危険度分布」（水害リスクライン） を気象庁 ホームページ 上で 一体的に表示（Ｒ５．
２．１６運用開始）。



避難指示等の発令

○関係２２機関で策定した「本明川水害タイムライン」が、諫早市にて令和３年度より本格運用開始
○タイムラインに基づき、諫早市、長崎県、長崎地方気象台、長崎河川国道事務所、アドバイザーにて、意思決定グループ会議（Web）を
開催し、出水前の情報共有、危機感共有を実施（令和5年度 3回）

○更なる改善を図るため県管理区間の浸水被害、土砂災害も対象に追加した「本明川流域タイムライン」に改定し、令和５年度より試行
運用を開始（R5.5.15、R5.10.25 全体会議を開催）

洪水対応訓練や避難訓練等を実施し、明らかになった課題等を通してタイムラインを検証し必要に応じて
改訂

諫早市、長崎県、長崎地方気象台、長崎河川国道事務所

■水害対応タイムラインの種類と概要

本明川水害タイムライン
（令和3年度本格運用）

種別 目的 概要 実施主体 参加機関 対象範囲 実施内容

流域タイムライン
流域自治体の防災対
応に関する判断や行
動を支援する

災害時に流域内の関
係機関・市町村のトッ
プや防災担当者が、
連携・対応すべき行
動を計画したもの

河川担当事務所
（国）

・河川担当事務所
・気象台
・県
・市町村　等

一級河川／二級河川
の流域単位

流域全体の情報や危
機感を早期共有

市町村タイムライン
（多機関連携タイムライン）
（マルチハザードタイムライン）

自治体内の住民の命
を守る

災害時に市町村の各
部署が対応すべき行
動を計画したもの

市町村
・市町村（関係部局）
・消防、警察
･教育委員会　等

市町村単位

・流域タイムラインの
情報をもとに早期判
断
・避難情報提供、避
難支援

コミュニティタイムライン
地域内の住民の命を
守る

災害時に町内会が対
応すべき行動を計画
したもの

自治会、町内会

・自治会、町内会
・消防団
・民生委員、児童委員
・学校、社協

自治会、町内会単位
市町村、各機関から
の情報をもとに適切
に避難

マイタイムライン
（家族と私のタイムライン）

自身や家族の命を守
る

災害時に家族単位で
取るべき行動を計画
したもの

家族、個人 ・家族、個人 家族、個人単位

市町村、各機関、自
治会、町内会からの
情報をもとに適切に
避難

■本明川に関する水害対応タイムライン

本明川流域タイムライン
（令和5年度試行開始）

本明川左岸・右岸地区コミュ
ニティタイムライン

（諫早市にて策定中）

意思決定グループ会議（Web）実施状況 第1回本明川水害タイムライン全体会議（R5.5.15）

6

第2回本明川水害タイムライン全体会議（R5.10.25）



長崎地方気象台・長崎河川国道事務所避難指示等の発令

雨量等を基にした避難指示等の発令基準の検討
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○出水期を迎えるにあたり、住民の適切な避難の判断・行動につながるよう、防災気象情報の伝え方を改善（令和4年
6月1日から順次運用開始）
・線状降水帯による大雨の半日程度前からの呼びかけ
・キキクル（危険度分布）「黒」の新設と「うす紫」と「濃い紫」の統合
・大雨特別警報（浸水害）の指標の改善
・指定河川洪水予報の氾濫危険情報を予測でも発表等



長崎河川国道事務所住民等への情報伝達の体制や方法

防災施設（ダム、堤防等）の効果、機能及び避難の必要性について住民へ周知
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○令和5年７月１８日～７月２７日にかけて、諫早駅１階交流広場で、「本明川防災パネル展」を実施。
〇本明川ダムの目的・効果について周知。

諫早駅の自由通路でパネル展示

本明川ダムに関するパネル



水防活動の実施体制

水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施
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○令和5年6月8日に諫早市、雲仙市、長崎県、長崎河川国道事務所、その他防災機関が参加し、本明川水防連絡会
及び河川合同巡視を実施。本格的な降雨期を前に情報連絡系統、重要水防箇所等の確認を行った。

諫早市、長崎県、長崎河川国道事務所

本明川水防連絡会 河川合同巡視



長崎地方気象台

取組状況
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長崎地方気象台
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想定される浸水リスクの周知

在留・訪日外国人の方が防災気象情報を理解し、安全な避難行動に結びつけるための母国語のポイント解説コ

ンテンツ等を制作・提供することで、外国人の方々を含めた地域全体の防災力を向上させることを目的とする。

現在提供中の外国人向け情報（赤字は前回報告時より追加）

○電子コンテンツ（長崎地方気象台HPに掲載中）
・天気予報、気象警報・注意報、キキクル…14か国語で表示可能
・キキクル紹介動画（易しい日本語での説明）

○リーフレット（長崎地方気象台HPに掲載中）
・WEBサイト利用啓発リーフレット

「天気（てんき）をスマートフォンでみてみよう」
…日本語（ふりがな付き）

・気象情報解説リーフレット
「大雨の時の安全な避難行動のために」
…日本語、英語、中国語（簡体字・繁体字）、ベトナム語、

韓国語、インドネシア語、ネパール語

左の二次元コードから
アクセスしてみてください！

URL：https://www.jma-net.go.jp/nagasaki-c/kikikuru/kikikuru.html

在留・訪日外国人に向けた防災情報の普及・啓発



長崎県

取組状況
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長崎県
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防災学習・防災教育等による防災知識の向上

長崎県防災推進員（自主防災リーダー）養成講座
自助、共助に欠くことができない自主防災組織の結成促進と活動の活性化のためには、その活動のリー
ダーが必要。県では、関係機関と連携し、県内各地で、養成講座を開設し、リーダーとなるべく人材を要請。

〇防災推進員（自主防災リーダー）養成講座
令和２年度：【開催】東彼杵、平戸（長崎会場は、新型コロナ感染症拡大に伴い中止）
令和３年度：【開催】島原（大村・長崎会場は、新型コロナ感染症拡大に伴い中止）
令和４年度：【開催】対馬、大村
令和５年度：【開催】壱岐（11/11、11/12）、諫早（12/9/、12/10）

雲仙（NPO日本防災士主催 11/18、11/19）

自主防災リーダーフォローアップ研修【令和４年度より実施】
県の防災推進員養成講座を受講した方々が、受講後のスキルアップ、地域での防災活動のリーダーになる
ことにつなげていくため、防災関係の研修会を行う。

〇自主防災リーダーフォローアップ研修
令和４年度：【開催】長崎（参加者８０名）
令和５年度：【２月開催予定】長崎

関係機関と協力、連携した防災学習、防災教育による普及啓発活動の拡充



長崎県

支川半造川の指定区間について、想定最大規模での浸水想定区域図をH29年度に作成済み。H30年に告示している。
また、水害リスク情報の提供されていない県管理河川（本明川水系においては34河川）について、浸水想定区域図（想定最大規模）の公
表に向けた検討を実施している。（Ｒ５年度中に作成し順次告示予定）

本明川水系指定指定区間の浸水想定区域図
想定し得る最大規模の降雨による洪水浸水想定区域作成【平成28～令和6年度】
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想定される浸水リスクの周知

既往浸水想定区域（Ｈ１８） 今回検討（Ｒ６）

対象外力：計画規模（L1） 降雨波形：S57.7洪水 対象外力：想定最大規模（L2） 降雨波形：S57.7洪水

既往浸水想定区域図（Ｈ３０）

対象外力：想定最大規模（L2） 降雨波形：降雨強度式

水害リスク情報未提供区域の解消



長崎県洪水時における河川水位等の情報提供等の内容

切迫性が伝わる情報内容、提供方法の検討、必要な見直しの実施と市民への周知
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長崎県からの防災情報の提供
諫早市内において、国、県で設置している水位計17箇所、

雨量計17箇所のデータを河川砂防情報システム（インター
ネット及びスマートフォン）やNHKデータ放送にて公表し
ている。
危機管理型水位計については、平成30年度に諫早市内18

河川、うち本明川流域では新倉屋敷川、八天川、他10河川
に設置し、運用を開始している。

スマートフォン版（令和4年３月より運用開始）

地図選択画面 河川水位画面 河川監視カメラ画面

NAKSS河川水位情報
（令和５年６月表示画面大幅リニューアル）



長崎県

土砂災害警戒区域等立体確認システム
身の回りの土砂災害警戒区域等を確認できるARコンテンツを構築【令和３年度】

◉土砂災害警戒区域等立体確認システム

▶土砂災害危険箇所、土砂災害警戒区域や山地災害危険区
域等を立体図で簡易に確認することができます。

▶詳しい操作方法
長崎県HP ：（URL） https://www.pref.nagasaki.jp/
⇒砂防課
⇒『災害危険箇所・災害警戒区域情報』

A
R

スマートフォンやタブ
レットのカメラを向ける
だけで、身の周りの警戒
区域等の確認ができま
す。

R３年度にスマートフォンやタブレット等の位置情報を利用し、利用者現在地においてカメラが映し出す現
実世界に土砂災害警戒区域等の情報を重ねて表示することができるARコンテンツを構築した。
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避難指示等の発令

土砂災害警戒情報を補足する情報の提供



長崎県

土砂災害警戒区域等の現地表示促進
避難所など標識設置箇所を中心に土砂災害警戒区域等を表示する標識の設置【令和４年度より】
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・標識データの描画作成【令和３年度】
・標識の市町への移管について了承を得た箇所から設置開始【令和４年度】

避難指示等の発令

土砂災害警戒情報を補足する情報の提供



避難誘導体制 長崎県

要配慮者利用施設への情報伝達や避難訓練の計画検討及び支援活動
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要配慮者利用施設の管理者向け説明会

令和５年度には本明川、半造川の浸水想定範囲内を含む県内にある医療・福祉関連施設に対し、避
難確保計画作成及び避難訓練実施に関する説明を行った。 （県主催）

出 席 者
・県内の医療・福祉士施設管理者
・県や他市町の防災，医療・福祉担当者

説 明 者
・県河川課，県砂防課

避難確保計画の作成状況を精査し、諫早市からの要請があれば県河川課も作成促進に繋がるよう、
講習会開催などで引き続き諫早市と連携を図っていく。

※写真は平成３０年度講習会



諫早市

取組状況
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高校生を対象に諫早市洪水ハザードマップを用いたマイ・タイムライン作成
に向けた防災学習を実施。

関係機関と協力、連携した防災学習、防災教育による普及啓発活動の拡充

諫早市

令和５年１０月１３～１４日 諫早東高等学校
20

防災学習・防災教育等による防災知識の向上
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・自治会や各団体へ民間の知識や技術を活用した防災講座を実施
（防災講座へのNPO法人街づくり防災・諫早の講師派遣、オンラインによるリモート型防災講座の実施）

・国立少年自然の家との災害時における施設利用協定締結に基づく避難訓練の実施
・市職員（幹部職員や新規採用職員）向けに防災講座を実施

❖様々な防災教育講座や講習会・避難訓練を実施し、防災知識の向上を図った。

諫早市

ファミリー世代を対象とした
オンラインによるリモート型防災講座

平成３０年１０月１６日 中央公民館

NPO法人街づくり防災・諫早を活用し、
防災士による講習会を実施

令和４年７月８日 たらみ図書館

平成３０年２月６日 長田みのり会館令和４年７月３１日 防災会議室

災害協定に基づく避難所設置や運営に関する
職員訓練

令和４年５月３１日 国立諫早青少年自然の家

令和４年５月３１日 国立諫早青少年自然の家

災害協定に基づく住民による避難訓練

防災学習・防災教育等による防災知識の向上

関係機関と協力、連携した防災学習、防災教育による普及啓発活動の拡充



地域の防災リーダーとして、地域の防災活動に貢献する防災士の育成を支援する制度を創設
【令和5年度から新規】

諫早市
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防災学習・防災教育等による防災知識の向上

❖市民の防災意識の更なる向上
と、地域や近隣の住民が互いに
協力し合い、被害を軽減させる
「地域の防災力」を強化させること
により、市民の安全・安心の確保
と災害に強いまちづくりを目指す。

令和４年５月３１日 国立諫早青少年自然の家

関係機関と協力、連携した防災学習、防災教育による普及啓発活動の拡充



「まち歩き」を実施し、避難ルートの確認を行った。

いさはや聴覚障害者 防災ネットワーク委員会、
自治会、民生委員、聴覚障害者、国、市により「まち歩き」
を実施し、避難ルートの確認を行った。

実施日：令和元年１０月２０日 ３６名参加

要配慮者利用施設への情報伝達や避難訓練の計画検討及び支援活動

諫早市

23

諫早市高来町 川内公民館
こ う ち

避難誘導体制

聴覚障害者によるまち歩き探検を支援



自治会による防災マップの作成及び避難訓練の実施

諫早市

24

想定される浸水リスクの周知

２００自治会が防災マップ作成済み。（８８．９％）

防災マップづくりの推進



水害時の防災活動の役割、避難行動を明確化したタイムラインの策定

諫早市避難指示等の発令

25

一つの自治会、町内会では対応できない避難場所の確保等、自治会、町内会の横の繋がりを重

視した本明川左岸地区及び本明川右岸地区コミュニティタイムライン検討会の新規発足

【経過】
令和4年11月4日 本明川左岸・右岸地区コミュニティタイムライン検討会発足式・第１回検討会
令和5年2月13日 第２回本明川左岸・右岸地区コミュニティタイムライン検討会
令和5年8月18日 第３回本明川左岸・右岸地区コミュニティタイムライン検討会

令和5年11月21日 第4回本明川左岸・右岸地区コミュニティタイムライン検討会
～22日 先進地視察（球磨村・人吉市）

本明川左岸・右岸地区コミュニティタイムライン検討会
（第１回：令和４年１１月４日）

構成自治会である右岸地区
（16自治会）、左岸地区（9自治

会）の自治会役員の参加による
グループワーク
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・洪水浸水想定区域図について、国管理区間では、H28.5.30に公表済。
・県管理区間は、H30.8.21に公表済。
・国及び県による浸水想定区域図を受け、諫早市は「諫早市洪水ハザードマップ」を作成し、
浸水想定区域内の全世帯に配布した。【平成３０年度、令和元年度】

❖浸水想定区域内の全世帯に対し、想定される浸水リスクを周知

想定される浸水リスクの周知 諫早市

地域協議の場等でのハザードマップや防災パンフレットの掲示・配布



27

避難場所・避難経路の確保 諫早市

・自主避難所改修支援事業費補助金【令和５年度新設】
・自治会等が開設する自主避難所について、避難者の受け入れに必要な施設改修を支援
・補助率 対象経費の10/10
・補助限度額 100万円

❖住民が「自分たちの身は自分たちで守る（自助）という意識のもと、発災時には、近所
の人と助けあう「共助」による災害被害の軽減を図る。

スロープ設置 雨戸設置

令和5年度改修

高層施設・民間施設の避難施設としての活用
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